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序章　多国籍企業による現代の国際的な独占的競争
本稿で研究対象とするのは、ライバル企業と世界市場で激しく競合しつつ活動する多国籍
企業である。その大半は日本・米国・EU 等の先進国を出自とするが、韓国・台湾・中国等の
東アジアを中心とする新興国を出自とするものも含む。本稿ではこうした多国籍企業の国際
的な活動の本質は「現代の国際的な独占的競争」であると考える。この新しい独占的競争の
考究が本稿の最も重要なポイントであり、『国際政経』第 18 号（2012）における筆者論文「国
際経済の歴史的な転換点のもとで、世界金融経済危機および欧州ソブリン危機に直面する日
本企業の国際競争力の現状と課題」の第Ⅳ章における論点の重要性をより一般化・普遍化し
て論じたものであるⅰ。世界規模で活動する現代の多国籍企業は、世界市場において、（2.1）
で論ずるオープン・ネットワークとクローズド・ネットワークの二つの方式のいずれかで、
国際的に独占的競争を行う傾向がある。これによって、現代の多国籍企業は、一時的な独占
的地位と超過利潤を享受することが可能であり、研究開発及び生産性向上に必要な資源を獲
得することができる。しかし、こうした多国籍企業は、同時に、常に、ライバル企業からの
品質・価格両面からの顕在的および潜在的競争の圧力を受けている。このため、一時的な独
占的地位に長期にわたって甘んじることはできず、恒常的に品質・価格両面からの技術革新
の実現を迫られ、さらには、新製品を市場に送り出す技術革新の実現を迫られる。言い換え
れば、国際競争下にある現代の多国籍企業は、生き残りのために、こうした技術革新を継続
的に達成するモチベーションを、常に持つことになる。その意味で、独占的競争を行ってい
る多国籍企業は、ライバル企業からの競争圧力によって、収穫逓増産業、言い換えれば、費
用逓減産業を形成している。こうした技術革新を成功裏に達成するにあたっては、上記の二
つの方式による国際ネットワークが重要な役割を果たす。
留意すべきは、寡占企業間の国際競争の手段として、こうした品質・価格両面からの技術
革新を行う際に二つの制約要因があることである。その第一は、世界市場の劇的な変容であ
る。すなわち、世界規模での「汎用品化」の進展であり、これは、需要面から見れば、先進
国を中心とした高品質・高価格志向の市場（「ファースト・ベスト市場」）の伸び悩みと発展
国際政経論集（二松學舎大学）第 19 号，2013 年３月
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途上国・新興国を中心とした一定水準の品質確保・低価格志向の市場（「セカンド・ベスト市
場」）の急成長に伴うものである。「汎用品化」は、供給サイドからみれば、新たに開発され
た、高付加価値な「特殊品」（これについては（1.3）で論ずる）である新製品が、大規模な模
倣等を経験しながら、急速に標準化され、低価格の「汎用品・普及品」に転じていくことで
あり、現代の独占的競争に際しての具体的戦略を多国籍企業が考えるに際して、重要な制約
要因となる。第二に、企業の競争優位に根ざした経営資源の強みと限界がある。これは多国
籍企業の国際ネットワークのあり方に重要な影響を及ぼす。この二つの制約要因は、（1.3）、
（2.1）、（2.2）で論ずるように、先進国多国籍企業の中でも、特に日本企業にとっては、重要
な意味を持つ。
本稿の目的および構成は以下のとおりである。本稿では、第一に、国際的な独占的競争を
現代の世界で行っている多国籍企業は、一時的にせよ独占企業としての立場にあるために、
十分な超過利潤を上げ、これによって技術革新を達成するに足るだけの経営資源を拡充して
いること、しかも、こうした多国籍企業は、ライバル企業からの顕在的・潜在的な競争圧力
を受けるがゆえに、常に品質・価格両面からの技術革新と新製品を市場に送り出すための技
術革新を恒常的に迫られ、その結果、勝ち残った企業は、生産性向上・品質改善・新製品の
創出等を継続的に達成して収穫逓増産業を形成していることを明らかにする。これらは本稿
の議論の基底をなすものであり、第Ⅰ章で論ずる。
第二に、こうした競争の方式としては、（2.1）で論ずるようにオープンネットワークとクロ
ーズドネットワークの二つの方式があること、また、いずれの方式に優位性があるかは、各々
の産業特性と個々の企業の国際的なイノベーション戦略によることを明らかにする。特に、
海外事業展開に当たり自らの競争力を弱める可能性のある「供給サイドの汎用品化」を促進
せざるを得ない日本企業のジレンマについて論ずる。これらは日本企業の競争力のあり方を
考える際の最重要事の一つともいえ、第Ⅱ章で論ずる。
第三に、こうした国際的な独占的競争が、「需要・供給両面からの汎用品化」と相俟って、
「南北間格差の拡大」から「南北間格差の収斂」への歴史的な転換を生じたこと、さらに、こ
の結果、新興国および新興国企業の大きな成功と先進国および先進国企業への大きな課題を
生じていることを明らかにする。これについては第Ⅲ章で論ずる。
本項の結論（終章）では、現代の国際的な独占的競争の提起する課題は日本企業にとって
これまでに例をみない本質的なものであり、劇的な組織イノベーションへの努力が必要であ
ることを論ずる。
Ⅰ．現代の国際的な独占的競争のメカニズム
（1.1）　規模の経済の達成過程にある収穫逓増産業と技術革新を基盤とする収穫逓増産業
本稿で検討対象とする国際的な独占的競争を行う多国籍企業の多くは、「収穫逓増産業」、
言い換えれば、「費用逓減産業」に属すると想定される。
収穫逓増産業では、これに属するライバル企業間で、激しい、また、果てしない生産拡大・
価格引き下げ競争を招くことが指摘されている（村上、1992 ⅱ）。これは歯止めの効かない、
不安定な過当競争とも言うべきものであり、最終的には一社独占による弊害を生ずる可能性
もある、とされる（同書）。
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まず上記の、「過当競争」のおそれのある収穫逓増産業は、「規模の経済の達成過程にある」
収穫逓増産業であることを指摘したい。これらは半導体、主要な家電品目（液晶 TV、スマー
トフォン等）などにみられる。
これに対して、本稿で論ずる収穫逓増産業は、「技術革新」の引き起こす収穫逓増産業であ
る。こうした技術革新は新たな規模の経済の達成目標を生ずることはあるが、主体はあくま
でも技術革新である。この点は本稿の議論における、最も重要な出発点である。
最初に伝統的な「規模の経済の達成過程にある」収穫逓増産業を検討する。規模の経済の
達成過程にあって、かつ、独占的競争を行っている企業は、一時的にせよ独占的地位にある
ために右下がりの需要曲線に直面し、しかも「規模の経済の達成過程にある」収穫逓増産業
（費用逓減産業）であるために同じく、右下がりの平均費用曲線に直面している。独占的地位
は一時的で、常に潜在的な競争圧力にあるために、平均費用曲線は需要曲線に接している。
この状況は図 1 に表されており、「企業の直面する価格＝平均費用＞限界費用」が想定され
る。当該企業は、生産を拡大して、一層の規模の経済を達成すれば費用・価格を削減できる
ことを認識しており、競合相手の企業も同じようなポジションにあることをも認識している。
このとき、競合相手を排除するために、一層の規模の経済を実現するべく、採算を割り込ん
でも生産を一層拡大し、費用を逓減させて、価格低下をはかり、競合企業に打ち勝とうとす
る可能性がある。競合企業も同様の行動をとるため、「過当競争」（村上、同書）ともいうべ
き、ライバル企業間の激しい価格引き下げ競争を引き起こす。この結果、最終的に一社のみ
が生き残り、消費者に大きな損失をもたらす独占市場が世界規模で形成されるおそれもある。
結果的に、こうした過当競争は、ライバル企業の数を減らし競争破壊的である。
図１　規模の経済の達成過程で独占的競争を行う企業　（筆者作成 2012）
（1.2）収穫逓増産業としての成熟産業における現代の国際的な独占的競争のメカニズム
しかしながら、本稿でまず指摘したいのは、収穫逓増産業が、規模の経済ではなくて、技
術革新を通じて実現される場合には、過当競争には陥らない、ことである。ここで想定して
いるのは、自動車産業等の「成熟産業」である。「成熟産業」という用語は、本稿では、当該
産業は、現時点で、既存の技術を用いて、規模の経済を既に達成しており、最小の生産費用
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（長期平均費用 = 長期限界費用）を実現しているという意味で用いる。こうした成熟産業の実
態は、主要企業（およびそのグループ）が、それぞれ世界市場のかなり大きな部分を占めて
いるという意味で、世界市場で活動する多国籍企業による国際的寡占市場と考えることが出
来る。注目すべきは、こうした成熟産業の多くの場合、世界市場は、停滞しているわけでは
なくて、近年までは先進国を中心に、現在は新興国・発展途上国を中心に、持続的に成長し
ていることである。こうした成長する世界市場においては、ライバル企業からの競争圧力に
よって、主要供給者である多国籍企業は、技術革新に基づく、新製品の開発・供給、コスト
削減・生産性向上を不断に行うことを迫られる。その意味で現代の成熟産業は収穫逓増産業
に転じているものが多い。
上記のとおり、成熟産業に属する主要企業は、継続的な技術革新によって、自社の差別化
商品の市場を一時的にせよ創出するという意味で、独占的競争を行っている。ここで注目す
べきは、当初の規模の経済を達成している成熟産業における独占的競争は、図１に示される
ような不安定な過当競争状態を招かず、また、独占のデッドウエイトの弊害を長期にわたっ
て引きずるわけでもない、ことである。その理由は、繰り返しになるが、独占的競争を行っ
ている企業は、規模の経済を達成しつつも、競争圧力のもとで、常に、新製品の開発・供給、
コスト削減、品質改善による生産・販売量増加の動機を持つためである。
こうした独占的競争下の企業は、図２にみるように、既に達成し得た規模の経済と既に獲
得した差別化商品市場における一時的な独占的地位の故に、「企業の販売価格＞平均費用＝限
界費用＝限界収入」を実現している。
図２において、ＩＨＮＥを結ぶ直線は、既に達成した規模の経済の下での生産費用の最小
値、すなわち、「長期的な平均費用 = 長期的な限界費用」を反映しており、これに一定の取引
費用を加えた総費用を表している。なお。取引費用については、（1.3）で詳述する。
議論の出発点において、当該産業に属する主要企業は、既存の技術を用いて、最小の生産
費用を実現しているという意味で、「成熟産業」に属する。
議論を簡略化するために、図２の当初の需要・供給サイドの条件、すなわち、当該企業に
とっての需要曲線ＣＭＥＱＢと最低水準の平均費用 = 限界費用を反映する供給曲線ＩＨＮＥ
は、日米欧のライバル企業に共通であると考える。これら多国籍企業は一様に利潤最大化点
（Ｈ点で限界収入＝限界費用）である需要曲線ＣＭＥＱＢ上のＣ点で生産・販売を行い、超過
利潤である四角形ＤＣＨＩを享受している。
しかし、これら日米欧の企業は、Ｃ点で恒久的な独占状態を享受するわけではない。その
間の事情は次の通りである。世界規模での独占的競争を行っている企業（多国籍企業）は、
一時的には自社の供給する差別化商品について独占企業としての立場に立ったとしても、顕
在的・潜在的なライバル企業の脅威に直面している。
その第一は、価格・費用面の競合であり、ライバル企業が、価格・費用面の低下に成功す
れば、すなわち、本項の後段および（1.3）で詳述するように生産・販売点Ｍを実現すれば、
当該企業は競争上不利な立場になり、最終的に世界市場から排除されるおそれもある。
当該企業は、競合先企業が自社と同等の立場にあることを認識しているので、自ら率先し
て、技術革新に基づく一層のコスト削減と価格低下によって生産・販売量の増大を達成しよ
うとする。こうした技術革新の方式には、第一に、「破壊的イノベーション」プラス世界規模
での規模の経済の追求そして、第二に、「漸進的、ボトムアップ型の革新的イノベーション」
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の二つがある。なお、「漸進的、ボトムアップ型の革新的イノベーション」および「破壊的イ
ノベーション」については、（1.3）で詳述する。また、筆者論文「国際経済の歴史的な転換点
のもとで、世界金融経済危機および欧州ソブリン危機に直面する日本企業の国際競争力の現
状と課題」（『国際政経』第 18 号（2012））等でもこれについて論じている。
図２　技術革新に基づく費用逓減（収穫逓増）の達成（手島茂樹 2009−2012 に基づく）
 
第二は、製品の品質面であり、独占的競争下にある企業が直面する需要曲線（図２の需要
曲線ＣＭＥＱＢ）は、ライバル企業からの競合圧力および、需要・供給面からの「汎用品化」
（Ⅱ章でも改めて論ずる）によって、より価格弾力的になり、企業の直面する価格と平均費
用＝限界費用＝限界収入の差分、すなわち、「超過利潤」を削減する。このため、独占的競争
下にある企業は、「漸進的、ボトムアップ型の革新的イノベーション」または「急進的、トッ
プダウン型の革新的イノベーション」によって、新製品の開発に邁進する。これに成功すれ
ば、新規の差別化商品市場創出が可能であり、一時的な独占的地位をより強固にし、これを
享受することが可能である。これによって、ライバル企業に対してより優位な競争の成果（売
上・利益・世界市場でのシェア）を手に入れることが可能になり、これは次の競争のための
追加的な経営資源となる。すなわち、価格非弾力的な当該企業にとっての需要曲線を再構築
することから得られた超過利潤は追加的な経営資源となり、新製品の開発・製品の品質向上・
生産性向上に用いられる。なお、急進的、トップダウン型の革新的イノベーション」につい
ては、本稿（2.1）で詳述する。また、筆者論文「国際経済の歴史的な転換点のもとで、世界
金融経済危機および欧州ソブリン危機に直面する日本企業の国際競争力の現状と課題」（『国
際政経』第 18 号（2012））等も参照されたい。
以上の結果、図２において、当該企業は、超過利潤である四角形ＤＣＨＩを原資として、
技術革新を行い、より低い費用水準である直線Ｌ P Ｑ（当初より低い「長期的な平均費用 =
長期的な限界費用」を反映）を実現できる。このとき利潤最大化（= 費用最小化）を達成す
る点は、需要曲線ＣＭＥＱＢ上のＭ点となる（P 点で限界収入＝限界費用）。Ｃ点に留まる企
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業に比べて、Ｍ点を達成する企業は明らかに競争上優位にある。しかもこうした技術革新が
上記のように品質の改善や新製品の創出を伴えば、需要曲線が価格弾力的になることを阻止
することが出来る。このため、当該企業を含む、競合状態にある全ての企業は、ライバル企
業との顕在的・潜在的競争の下では、Ｃ点からＭ点に向かっての技術革新を推進するモチベ
ーションを持ち、海外事業展開の一層の推進による規模の経済の更なる拡大も含め、これを
実行することとなる。すなわち、成熟産業は、収穫逓増産業に変容する。
（1.3）　独占的競争のメカニズム：（Ａ）産業の事例
本項では、下記表１ⅲにおける（Ａ）産業を事例として、（1.2）で論じた現代の国際的な独
占的競争のメカニズムについて検討する。
表１　産業競争力のマトリックス（手島茂樹、2006−2012）
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表１にみる（Ａ）産業では、O. Willamson ⅳの意味において資産の特殊性の高い部品および
製品の競争力が確立されており、「汎用品化」の影響は比較的少ない。資産の特殊性の高さの
意味は次の通りである。O. Williamson によれば、資産の特殊性の高い「特殊品」の調達に当
たっては、市場取引であろうと企業内取引（自社内開発および内製による調達）であろうと、
取引費用が急激に増大するが、「資産の特殊性」（本稿では、簡略化のため、これを「特殊度」
とする）が十分に高いときには、市場取引費用は企業内取引費用よりはるかに大きくなり、
一方、市場での生産費用（外部の企業から購入する場合に、購入先の当該外部企業が直面す
る生産費用）は企業内生産費用と等しくなる。
なお本稿では、研究開発による技術革新、新製品・新技術の創出を重要なテーマとしてい
るので、「特殊品」の調達を単に自社内で生産するか他社が生産したものを購入するかにとど
めず、新製品（含む新技術）の開発を自社内で行うか、他社に開発を依頼しこれを調達する
かまで、拡張して検討する。このため、「市場生産費用」、「企業内生産費用」の用語は、今後
は「市場開発・生産費用」、「企業内開発・生産費用」として用いる。
筆者は、これまで、こうした特殊度が十分に高い特殊品の調達に際しては、取引当事者（例
えば売手企業と買手企業、部品供給者と組立企業）が、「日本型選好」を有し、しかも、こう
した企業内の経営者と従業員も共に、「日本型選好」を有する場合、さらに、この特殊品が、
同じく十分に特殊度の高い特殊部品から構成される「複合財」である場合には、部分的な内
部調達（自社内開発および内製）および部分的な外注を組み合わせることによって、取引費
用を最小化することが出来る、ことを明らかにしてきた（手島 1998−2012、特に手島 2011−
2012）ⅴ。本稿でもこの知見に基づき論ずる。なお、本稿における「日本型選好」とは、これ
までの拙稿で論じてきたとおり、「取引当事者が、取引に際して、当面の取引からの短期の機
会主義的利益を最大化するよりは、取引相手との永続的な取引関係の継続を選好すること」
を意味する。
部分的な内部調達（自社内開発および内製）および部分的な外注を最適に組み合わせるこ
とによって、取引費用を最小化するときの内部調達（自社内開発および内製）率（α）を最
適内部調達率 J％とすれば、「日本型選好」と「複合財」の条件の下で、
C1（J）＋C2（J） = Min. C1（α）＋C2（α） ＜ C1（100） ＜ C2（0） （１）
G1 = G2 （２）
Sc, Sc1, Sc2, ---Scn > S* （３）
である。但し、C1 は企業内取引費用、C2 は市場取引費用、G1 は企業内開発・生産費用、G2
は市場開発・生産費用である。（　）内は、調達する特殊品の内部調達（自社内開発および内
製）率である。なお、Sc は当該特殊品の特殊度および Sc1, Sc2, ---Scn は、その構成部品の特
殊度を表す。これらは（３）式によって十分に高いことが想定されているので、（２）式をそ
の各々のレベルで成り立たせる。
O. Williamson は、資産の特殊性が十分に高いとき、C1（100） ＜ C2（0）であること、およ
び、G1 = G2 が成り立つことを明らかにした。
しかし、特筆すべきは、取引費用の最小化が達成されるためには、上記の取引当事者の　「日
本型選好」　および対象となる当該特殊品が、同じく十分に特殊度の高い特殊部品から構成さ
れる「複合財」であることが（１）が成り立つための、必要にして十分な条件であることで
ある。
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企業にとって総費用は、開発・生産費用プラス取引費用である。
上記（１）（２）および（３）が成立すれば、G＝G1＝G2 であり、
Min.C＋G = C1（J）＋C2（J）＋G ＜ C1（100）＋G1 ＜ C2（0）＋G2 （４）
が成立する。すなわち、J 点において総費用が最小化される。
さらに、「日本型選好」の下では、取引の相手側が機会主義的に行動する危険性をそれほど
被らずに、情報交換を十分に行いつつ、相互の研究開発費・生産費を削減することが可能で
ある。関連企業間の担当現場同士の緊密な共同作業によって、時間をかけて、極秘情報を共
有しながら、多様なハイブリッド自動車のような、これまでの製品コンセプトの延長線上に
ある、新製品を生み出すことができる。「日本型選好」の下では、着実に「モジュラー・イノ
ベーション」（新しいコンセプトの基幹部品、例えばハイブリッド・エンジンの創出）および
「アーキテクチュラル・イノベーション」（新製品に関する新設計の創出、例えばハイブリッ
ド自動車の基本設計）を積み重ねることによって、時間をかけて革新的イノベーションにい
たることが出来る。これが「日本型選好」に基づく「漸進的な、ボトムアップ型の革新的イ
ノベーション」ⅵである。
このとき上記（４）式の G の水準そのものをライバル企業に比べて引き下げることが出来
る。すなわち、G＜G1＝G2 となり、日本企業は図２において、開発・生産費用および取引費
用からなる総費用についての平均費用 = 限界費用の曲線ＩＨＮＥを引き下げて、より低い費
用水準である直線Ｌ P Ｑを達成するように行動することが、当初からビルトインされている
といえる。
この結果、（A）産業、たとえば自動車産業における日本企業が、ハイブリッド自動車等の
開発と品質・生産性の向上を伴って、C 点から M 点に移行すれば、ライバルである欧米の多
国籍自動車企業にとっては大きな脅威になり、必然的に、これら企業は、同様に、新製品の
開発と品質・生産性の向上を図ることになる。
ここで留意すべきは、欧米企業・アジア企業等の多くは依然として日本企業と対極の「非
日本型選好」の下にあると考えられることである。すなわち、「取引相手との永続的な取引関
係の継続を選好することよりは、取引当事者は、当面の取引からの短期の機会主義的利益を
最大化する」。この場合には、欧米の多国籍自動車企業等にとって上記の「日本型選好」に基
づく「取引費用最小化」のパラダイムは実現し得ず、上記（４）式の達成はできない。ここ
で彼らが取るべき最善の方策は、新製品である電気自動車の開発を急ぐ一方、ハイブリッド
自動車の開発もすすめ、さらに、当面最も重要なのは、主要部品の標準化・汎用品化を進め
て、これらの調達に関する取引費用を削減し、あわせて、調達の範囲を地理的に大きく拡大
して世界規模での規模の経済を達成することである。この最後の生産性向上戦略は当然、一
定品質を保ちつつ、仕様の簡素化・明確化等によって費用・価格を引き下げる「破壊的イノ
ベーション」の手法を用いることになる。これによって、図２の M 点の達成を目指そうとす
る。
完成品および部品の標準化・汎用品化が IT エレクトロニクス産業ほど容易には進まない自
動車産業のような（A）産業では、現代の国際的な独占的競争の下でも日本企業は、相対的に
優位なポジションにある。これは、（A）産業の特性が維持される限りは、「日本型選好」を世
界規模で拡大して、クローズドネットワークを形成し、例えば米国やタイの研究開発拠点を
拡充して、広汎に「漸進的な、ボトムアップ型の革新的イノベーション」を創発する戦略の
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方が、「破壊的イノベーション」によって標準化を推進し、一層の規模の経済を達成しようと
する戦略よりも、現時点では、有効であるためである。
しかし、第Ⅱ章および第Ⅲ章で論ずるように、世界規模での汎用品化が急速に進む IT エレ
クトロニクス産業で代表される（B1）および（B2）産業では、全く異なる状況となる。
Ⅱ．現代の国際的な独占的競争の手段・方式とその含意
（2.1）二つの方式
第 I 章で論じた独占的競争の実現に当たっては、（1.3）でも触れたように、具体的には、
二つの方式がある。一つは、自社および関連企業の海外直接投資により、「日本型選好」に基
づく国際的なクローズドネットワークを展開し、国際的な取引費用の最小化と「漸進的、ボ
トムアップ型の革新的イノベーション」を推進するものである。これが、品質・生産性の向
上と新製品の開発を同時達成しようとする日本企業の方式（方式（１））であり、もうひとつ
は、「急進的な、トップダウン型の革新的イノベーション」によって全く新しい製品のコンセ
プトとビジネス・モデルを企業の最重要戦略としてトップダウンで生み出す一方、ハードの
製品調達に当たっては、「破壊的イノベーション」によって標準化を推進し、オープンネット
ワークによる規模の経済を一層達成しようとする欧米企業の方式（方式（２））である。方式
（２）は「供給サイドの汎用品化」を積極的に推進することに他ならない。
対象となる製品が、複合財としての特殊品の性格を持ち、しかもそれが容易に汎用品化し
ない表１の（A）産業の場合には、方式（１）により、外国企業を含む関連企業間で、「日本
型選好」を実現できれば、関連企業間の緊密な協議によって、取引費用を最小化できるし、
それによって、「漸進的、ボトムアップ型の革新的イノベーション」の成果を挙げることがで
きることは（1.3）で論じたとおりである。
しかしながら、現代の多国籍企業による国際的な独占的競争のもとで、これまで論じたよ
うに、あらゆる産業で、世界規模で、「需要及び供給の両面における汎用品化」が急速に進ん
でいることは、日本企業の国際競争力の淵源（「取引費用の最小化」と「漸進的ボトムアップ
型の革新的イノベーション」による高品質・相対的低価格の製品開発・供給の達成）を掘り
崩す面があることに、常に留意する必要がある。
方式（２）は、アップル社による i ポッド、i フォーン、i パッドの開発に見るように、「急
進的な、トップダウン型の革新的イノベーション」によって新しい製品のコンセプトを生み
出し、劇的な大規模市場創出をはかる一方、具体的なハードの製品化に当たっては、「破壊的
イノベーション」を用いて標準化を推進し、オフショアリングのアウトソーシングも活用し
ている。契約ベースのオープンネットワークにより、規模の経済を一層達成しようとする欧
米企業の方式である。アップルによるフオックスコン（ホンハイ）の下請け発注利用による
製品調達はこの典型例である。自動車会社のＶＷも部品の標準化を一層推進し、世界規模で
の規模の経済を達成するために、この方式を模索している（「ものづくり白書」2012）。
方式（１）と方式（２）のいずれが有利かは、対象となる産業・製品の特性による。先の
表１の（B1）および（B2）産業を抱える IT エレクトロニクス産業は、製品のライフサイク
ルが短く、新製品は急速に陳腐化して「汎用品」となる。近年の IT 革命とデジタル化の下で
は、技術情報の標準化とその伝播のスピードは加速しており、（B1）および（B2）産業から
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（D2）産業へのシフトは急速に進む。
この点を考えれば、（B1）および（B2）産業では新たに大規模市場を創出できるような新
しいコンセプトの製品を「急進的、トップダウン型の革新的イノベーション」によって生み
出し、類似品がすぐに出回ることを最初から想定して、製品そのものには最初から価格競争
力を持たせる方式（２）の戦略が有効である。ここで重要なのは、新製品を創出するコア企
業（欧米多国籍企業）は、低コストでの調達を求めて、「非日本型選好」をとるアジアの企業
等に対して、広く契約ベースの発注を多用しても、その国際競争力の根幹そのものは流出さ
せないことである。繰り返しになるが、「汎用品化」が急速に進む IT エレクトロニクス分野
では、「急進的、トップダウン型の革新的イノベーション」による新製品の開発と標準化・コ
スト削減のための「破壊的イノベーション」を戦略のコアとして併用しても、「新製品を開発
し、その知的財産権を保全する」という、自社の競争力の淵源を保持・強化できる（B2）産
業の企業のみが、世界規模で「非日本型選好」の企業・人材の経営資源を糾合できるオープ
ンネットワーク方式で成功できる。
なお、「急進的、トップダウン型の革新的イノベーションによる新製品の開発」は、図 2 に
おいて新たに需要曲線ＣＭＥＱＢを創出することを意味する。また、「標準化・コスト削減の
ための破壊的イノベーション」は、図 2 において当初の最低水準の長期的平均費用 = 限界費
用を反映する供給曲線ＩＨＮＥから、技術革新（「破壊的イノベーション」）と新たな規模の
経済の達成の結果、より低い長期的な平均費用 = 限界費費用水準を反映する直線Ｌ P Ｑに引
き下げることを意味する。
このように、IT エレクトロニクス産業については、（２）の方式が有効であると考えられ
る。アップルに限らず、グーグル、マイクロソフト、インテル等の（B2）産業に属する企
業は、最終製品に対するブランド力を確立している。しかも、技術漏曳の大きなリスクを被
ることなくアジア企業からの契約ベースの調達によって（アップルとサムスンの係争はある
が）、オープンネットワークのメリットを有効に享受しているとみられる。ただし、フオック
スコン（ホンハイ）の事例に見られるように、契約先企業の労務関係にこれら多国籍企業が
どの程度責任を果たしているか、また、どの程度の責任を果たすことが社会的に要請される
か、という問題は未解決である。
一方、IT エレクトロニクス分野の日本企業は、部品・素材ベースでの競争力は保っている
ものの最終製品のブランド支配力を確立することは出来ず、結果的に、（B1）産業に属して
いるものが多く、上記の欧米企業のように（B2）産業の地位を確立しているものは少ない。
（B1）産業に属する企業は、（2.2）で論ずるように、（2）の方式で、欧米企業とアジア企業が
「破壊的イノベーション」で連携した結果、次第に競争力を保持する守備範囲の縮小を余儀な
くされている。しかも同じく、（2.2）で述べるように、競争力を保持・回復しようとする日本
企業の行動そのものが、自らこうした苦境を招いている面もある。
（2.2）日本企業にとってのジレンマ
前項で論じたように、IT エレクトロニクス産業については、（２）の方式が有効である。
先に述べたように、アップル、グーグル、マイクロソフト、インテル等の（B2）産業に属す
る企業は、低コストでの製品調達を可能にしたうえで、最終製品のブランド力を支配する競
争力を確立している。これに対し、日本企業は、部品・素材ベースでの競争力は維持してお
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り、B1 産業にある。しかし、欧米企業とアジア企業が連携した「破壊的イノベーション」と
「供給サイドの汎用品化」によって、（1.3）で論じた競争力の根源を「製品の汎用品化」と「価
格競争の激化」によって掘り崩され、一次部品から二次部品、二次部品から三次部品へと、
次第に競争優位を保つ範囲の縮小を余儀なくされている。
注目すべきことであるが、こうした苦境の背景には、以下のように日本企業自身も「破壊
的イノベーション」によって、「供給サイドの汎用品化」を推進している面もある。その間の
事情は以下のとおりである。
日本企業は、海外事業展開においては多くの場合、変容せざるを得ない。海外事業におい
ては、「非日本型選好」の企業・人材と直面する可能性は高まり、これを「日本型選好」に教
育・説得するにしても限度があると考えれば、業務の標準化・汎用品化の割合は必然的に高
まるためである。留意しなければならないのは、この場合、海外事業展開をすすめるほど、
日本企業の本来の競争力を掘り崩す可能性があることである。これが典型的に表れるのが、
需要・供給両面からの汎用品化が最も急速な（B1）産業である。そこで、（B1）産業に属す
る仮想事例的な企業のメカニズムを検討する。
世界規模で製品の汎用品化が進めば、本来は（1.3）で論じた「特殊品」であった当該企業
の主力「製品」も「汎用品化」し、価格競争を迫られる。当社はこれに対応して、当該主力
製品の価格競争力を強化するために直接投資を行ない、海外、例えば東アジア諸国に生産・
販売・輸出拠点を構築する。これによって当面、当該「製品」は競争力を維持し、海外現地
法人も良好な業績をあげる。しかも、上記主力「製品」は汎用品化しても当該主力「製品」
の中核をなす「第 1 次部品」は「特殊品」として、当該企業またはその関連企業が日本国内
で生産・供給しており、海外現地法人の立地国では生産されていない。このため、当該海外
現地法人向け、あるいは、他の顧客向けに「特殊品である第 1 次部品」を輸出・納入するこ
とは大きなビジネスである。しかしながら、こうした「第 1 次部品」についても汎用品化の
波は押し寄せ、より低価格の類似品が出回るようになる。海外で完成品を作るようになった
当社の日系現地法人自身も、欧米企業とアジア企業よりなるオープンネットワークとの厳し
い競争に直面し事業成果向上のために、より低価格の標準化された部品の調達を望むように
なる。これを受けて日本企業本社が、当該現地法人に供給する「第 1 次の特殊部品」を標準
化し、価格低下を図れば、すなわち、「破壊的イノベーション」に沿って行動すれば、当社の
海外法人の業績は向上し、当社にとっても、当面の汎用品化された市場を拡大し、販売量を
増やすことは出来る。しかし、汎用品化されてしまえば、いずれは、「製品」同様アジアのラ
イバル企業の後塵を拝することになる。
この場合、「汎用品化された第 1 次部品」を作るのに必要な同じく「特殊度の高い第 2 次部
品」については、依然として当該企業が競争力を持つ可能性はある。しかし、やがて、「第 1
次部品」と同じロジックで、次には、「第 2 次の特殊部品」の標準化をしなければ、販売量を
確保できなくなる。こうして「第 1 次部品」で生じたのと同じプロセスが「第 2 次部品」に
おいても繰り返されることとなる。
同じプロセスは「第 3 次部品」以下についても継続する。このため、特殊度の高い部品に
ついて競争力を保持する B1 産業は果てしない後退を余儀なくされることとなる。これは、
B2 産業とは全く正反対の状況であり、現在の日本の IT エレクトロニクス企業の窮状（B1 産
業に属する）とアップル等欧米企業（B2 産業に属する）の際立った国際競争力の相違の根源
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となっているものである。
要するに、（B1）産業の日本企業は当面の市場を確保するために、その競争力の根底を自ら
掘り崩していくという一種のアリ地獄に落ちっている。
Ⅲ．「南北格差の拡大」から「南北格差の収斂」への歴史的な転換と独占的競争
これまで論じたように、世界規模での需要・供給両面の汎用品化は現在の日本企業の国際
競争力に、重大な影響を及ぼしているが、現在、我々が経験している「南北格差の拡大」か
ら「南北格差の収斂」への歴史的な転換に際しては、本稿で論じている多国籍企業による現
代の国際的な独占的競争とそれが引き起こしている「汎用品化」が重要な役割を果たしてい
る。この事情は、下記図 3 に要約できる。
図３　 南北格差の拡大から南北格差の収斂へ：直接投資等を通じた多国籍企業の現代の独占
的競争による技術と資本の移転（黒い矢印 ※ によるシフト）（筆者作成 2012）
 
上記の図３において、横軸は一人当たり資本量 k=K/L を、縦軸は一人当たり所得（または
GDP）y=Y/L をあらわす。但し、K は一国が保有する資本ストックの総量、L は一国が保有
する労働の総量、Y は一国の年間総所得（実質）または GDP（実質）である。簡単化のため
に、ソロー型の成長モデルを用いて、y=f（k）は、日米欧先進国共通の生産関数を表し、y=h（k）
は、1980 年代までの「南北格差の拡大」が拡大した時期の、発展途上国の生産関数を表すと
する。また、y=g（k）は、先進国が技術革新を達成した後の生産関数を表す。どちらの生産
関数上にあっても、図３の①の矢印の方向に一人当たり生産量が増えていけば、一人当たり
所得が増えることには変わりがない（「要素による成長」）。言い換えれば、工業化は所得増加
をもたらす。図３の各生産関数上の A、B、C、D の各点のそれぞれの接線の傾きは、各点に
おける経済成長率（実質）をあらわす。y=f（k）上の B 点は先進国経済が定常状態にあり、従
来の技術体系の下では、これ以上の成長が困難であることを表す。先進国にとっては、新し
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い技術革新によって、より高度の技術体系にシフトし、矢印②にそって、y=g（k）上の C 点を
目指すことが、いわゆる先進国の経済成長パターンとなる（「イノベーションによる成長」）。
ここで注目されるのは、発展途上国の y=h（k）上の D 点は、先進国の y=f（k）上の B 点
（定常状態）よりも成長率が低く、かりに、y=h（k）上で「要素による成長」を続けても、そ
の成長率は先進国の成長率に追いつくことはないことである。y=h（k）は、旧式の、低い技
術水準を体化した資本ストックをベースにした生産体系であるためである。こうした状況が
まさに、1980 年代末までの、「南北格差の拡大」の状態であったと考えられる。
図４にみるように、1990 年代初頭以降、特に 21 世紀に入って、「南北格差の収斂」が急速
に進展したのは、図 3 において、D 点から A 点への劇的なシフトが生じたために他ならない。
図４　先進国と新興国・発展途上国の実質ＧＤＰ成長率（1980−2011）
（IMF World Economic Outlook Data Base）
このように発展途上国・新興国の生産関数がこれまでの y=h（k）から先進国の生産関数で
ある y=f（k）にシフトすることが可能であったのは、大量の資本および技術の移転が先進国
から発展途上国・新興国に対して行われたためであり、これを現実に可能にしたのは、先進
国多国籍企業の発展途上国・新興国への大規模投資、特に、本稿でこれまで論じてきた日米
欧多国籍企業の国際的な独占的競争の二つの方式によるものに他ならない。
ひとたび、y=f（k）の軌跡に乗ってしまえば、しかも、上記二つの方式によって、恒常的に
資本と技術が発展途上国・新興国に移転され続ければ、一人当たり所得水準が依然として低
い発展途上国・新興国が先進国に比して高い成長率を経験するのは当然である。図３の A 点
における成長率（接線の傾き）は、B 点におけるそれよりもはるかに高い。
もちろん、資本と技術を受入れて、これを自国の経済開発に有効に利用し、競争力のある
産業・多国籍企業を育成し、高度成長を図っていくためには、投資受入国側がそうした開発
主義的な政策を実現し、必要な経済・社会基盤を整備し、人材を育成することが必要である。
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さらに対外政策についても開発主義的な政策を立案・実行する能力を持たなければならない。
例えば、P. Buckley ⅶは、政府が自国の多国籍企業育成を図るに際し実現すべき、下記表２の
ような対外政策を検討している。東アジアの多くの国および世界中の新興国と呼ばれる国は、
今や、開発主義的政策を実行して、D 点から A 点へのシフトを目指し、さらに、B 点を目指
して、y=f（k）の軌跡を進みつつある。先発の新興国の成功に習って、D 点から A 点へのシ
フトを目指す発展途上国は、今後一層増加すると見られることから、「南北格差の収斂」の歴
史的潮流に参加する発展途上国は、世界的に拡大していくものと見込まれる。
    
表２　政府が自国の多国籍企業育成を図るときの対外政策（P. Buckley および筆者修正）
 
このように、投資受入国側の開発主義的な政策と二つの方式による先進国多国籍企業の国
際的な独占的競争とが相乗効果を伴って、「南北格差の収斂」という歴史的な転機を産み出し
ていることは疑いない。表３に見るように、2008 年の世界金融危機、最近のユーロ危機を経
ても、発展途上国・新興国は、当面、先進国を上回る成長率を維持している。
世界規模での供給サイドの汎用品化は、発展途上国・新興国の実質購買力増加にも貢献し、
これが、さらにセカンドベスト市場の成長を生み、需要サイドの汎用品化の増強に寄与して
いる。このように、世界規模での需要・供給両面からの汎用品化と「南北格差の収斂」の世
界的拡大という歴史的趨勢は、不可分の関係にあるところから、日本および日本企業は、そ
の競争力のあり方を見直すときに、世界規模での需要・供給両面からの汎用品化は、変える
ことの出来ない歴史的な趨勢であることを認識する必要がある。
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表３　主要国・地域の GDP 成長率（%）実績及び見込み 
（IMF, World Economic Outlook, October 2012）
終章　結論
本稿では、先進国多国籍企業による現代の国際的な独占的競争の実態を明らかにし、そう
した競争の実施に当たっては、競争力の根源の相違から、日本企業による関連企業間のクロ
ーズドネットワーク方式による新製品の開発および品質・生産性の向上と欧米企業によるオ
ープンネットワーク方式による新製品の開発および品質・生産性の向上とがあることを解明
した。前者は「漸進的、ボトムアップ型の革新的イノベーション」を基軸にするものであり、
後者は「急進的、トップダウン型の革新的イノベーション」と「破壊的イノベーション」を
基軸にするものである。いずれも、発展途上国・新興国への大規模な資本・技術の移転を伴
うものであり、これは、発展途上国・新興国の開発主義的政策とあいまって、これら諸国の
高度成長による「南北間格差の収斂」、新興国企業の急成長をもたらした。
先進国多国籍企業による「現代の国際的独占的競争」のための戦略、発展途上国・新興国
の台頭による「南北間格差の収斂」そして、「世界規模での需要・供給両面からの汎用品化」
とは相互に相乗効果を持つもので、一体不可分であり、当面、この趨勢は変わらない。
このことは、世界規模での需要・供給両面からの汎用品化が、企業の国際競争力に重大な
インパクトを持つ日本企業の場合、特に留意すべき点である。
汎用品化が容易に進まない（A）産業にあっては、「複合財としての性格を持つ特殊財」で
ある製品・部品にかかわる企業は、「日本型選好」に基づく関連企業間のクローズドネットワ
ークを徹底的に推進することに戦略的意味がある。
（B1）産業に属する企業においては、（B2）産業へのシフト、または、（A）産業へのシフト
を図ることが必要である。どちらのシフトを図るにしても根本的な組織イノベーションが必
要である。 以上
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